



























































分掌のーっとして教育相談部が設置されたのは 1997(平成 9) 年、 2名の部員で
発足し、 2000年度には 11名と大幅に強化され、本格的にセンター化に取り組み始
めた o 2002年度には、教育目標の中にセンター的機能の充実を明記し、教育支援相
談部と改称して支援に力を注ぐ姿勢を明確にした o 2003年度以降、専任 I名を含め
て 20数名の部員が配置されるようになり、早期教育相談・学校等支援・自立支援・






置された(全国で 2番目 )0 1969 (昭和 44) 年 4月、仙台市に「弱視児の親と教
師の会」が発足し、会の願いが結実して 1970 (昭和 45) 年 1月、仙台市立立町
小学校にも弱視学級が新設されることになった弱視教室Jと称し、初年度は 6
年 1名、 4年 2名、 3年 2名の計 5名の弱視児童が入級、それぞれが居住地から通
















2 ヶ月間の弱視学級での学習も小学校卒業と同時に修了 O まだ中学校の弱視学
級は県内には設置されていなかったため、 S児は居住地の中学校通常学級に入学、
その後、中学 2年の 4月に仙台市立五橋中学校に弱視学級が設置され、再度転校
した O ところが、当時の五橋中学校は 1学年 15クラスもあるマンモス校、弱視教
室を設けるゆとりはなかった。そこで、当時仙台市内を走っていた市電を利用し、
施設・設備の整備された立町小学校に、放課後、担任と生徒たちが通う形で授業







宮城県内の弱視学級設置校は、 2012年度は 24校(小学校 21校・中学校 3校、
在籍 24名)、弱視児童生徒がそれぞれの地域で学んでいる O 設置校数から見れば
神奈川県、奈良県、大阪府と並んで多い D 表 1に設置校数の推移を示したが、 1999












年度 6 11 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 
小学校 / づン/13 15 15 17 18 17 16 21 19 21 新設 / / (6) (2) (4) (4) (3) (3) (4) (9) (1) (4) 
児童数 / v ン/17 15 15 17 18 18 17 22 20 21 
中学校 / / / 。 2 3 3 3 6 8 4 3 
新設 / v レ/(0) (2) (1) (0) (0) (3) (3) (3) (1) (1) 
生徒数 / / / 。 2 3 3 3 6 8 5 3 
メ口〉、 言十 2 3 10 13 17 18 20 19 20 23 29 23 24 
圃表 2 弱視学級在籍児童生徒の障害種別人数(人)
一一一一一一障主謹~ 20 21 22 23 24 
単一障害 小学校 12 12 12 10 12 
13 』ーーー一一一 14 16 ←一一一一一一ー 13 ←一一一一ー一ー 15 
中学校 l 2 4 3 3 
重複障害 小学校 4 2 4 3 3 
5 5 7 一 5 トーー ーーー ーー 3 
(知的) 中学校 3 3 2 。
重複障害 小学校 2 4 4 4 
同ー一一一一一ー 2 4 ←一一ー一一一 4 ト一一一一- 4 
(情緒) 中学校 O 。 O 。 。
重複障害 小学校 l 
ト一一一一一一司 ト一一一一ー一ー
(その他) 中学校 。 。 。 。 。
コ重複以上 小学校 O 。
1-一一一一- 2 トーー 一一一一一 一
中学校 。 。









わざるを得ない O 表 3は、弱視学級担任が前年度と交替した、もしくは学級新設によ
り新規に担任が配置された学校数を示したものである (17年度以降)。
-表 3 弱視学級担任が交替もしくは新規配置された学校数(年度は平成)
年度 17 18 19 20 21 22 23 24 
設置校数 a 18 20 19 20 23 29 23 24 
担任交替 8 7 7 8 6 8 14 6 
新担任 5 4 3 6 7 12 2 5 
メ口主、 計 b 13 11 10 14 13 20 16 11 





































































2011年度は 3回の研修会を行ったが、 12月 6日に行われた第 3回研修会について
報告したい。この日は、小学部 2年の国語(点字使用)、中学部 C課程 3年の自立
活動の授業参観と実践事例報告会という日程。報告会は単一障害部門と重複障害部



























月 日 事 業 内 容 5葺 師 等
6月 8日(水) 宮特研視障専 1.協議、報告 研修会担当:








7月 27日(水) 視覚支援学校 -見えにくさに配慮した 視覚支援学校教諭
28日(木) 自立活動研修会 教材の作り方(実習) :教育支援相談部
8月 17日(水) -点字 自立活動委員会
-誘導の技術
7月 29日(金) 視覚支援学校 1.講演 視覚支援学校教諭
30日(土) 夏季教育相談会 「弱視児が通常学級で :教育支援相談部
学ぶということ」
2. 個別相談





第 2回代表者会 について~弱視体験"-""-J :研究部








12月 6日(火) 宮特研視障専 -授業研究 授業者:
第 3回代表者会 -実践事例報告会(単一 視覚支援学校教諭
障害、重複障害別) (小学部、中学部)
12月 26日(月) 視覚支援学校 個別相談
冬季教育相談会
12月 8日(木) 視覚支援学校 弱視教育勉強会の立ち上 宮教大
関係者会議 げについて話し合い 教員 2名
教育支援相談部員参加
2月 4日(土) 第 1回みやぎ弱視教 希望者参加
育勉強会(任意団体)














































立について簡単に触れる O 弱視学級の開設の初めは 1933 (昭和 8) 年東京麻布にあっ













小学校設置の弱視学級は 1960年代後半から 10年の聞に急増し、全国で 50学級に、
さらに、 2001(平成 13)年度に 100学級、 2008(平成 20)年度には 200学級を超えて
いる O 中学校では 2010(平成 22) 年度は 86学級に増加した D






















宮城県における弱視学級の 1例である O 筆者が幼少期の教育相談から関わっている
中学校弱視学級に在籍の E生の場合も小学校弱視学級に 6年間在学中、担任はほとん












結果は 1年目の担当者は小学校 54%、中学校 61%で
4年
3% 
あり、双方ともに半数を超えている D 全国的にも 図 1 小学校の場合(文献 6) 
交代が短期間であることが示されている D しかし、
宮城県の場合はこの全国平均を上回る数値なのである O
-・ g・E軍晶・・・・・・・・・・・ .:rm .. 司・園田写"，.:ヨ圃.-_--_.，哩圏 、
・F経竺 ーーー ~ 
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は 1990 (平成 2) 年に弱視児への支援に重点、を置く活動に取り組むため、奈良県弱視
教育連絡会を発足させている O これは平成 4年に奈良県弱視教育研究会、さらに 1997
(平成 11)年度から奈良県視覚障害教育研究会と改称している O 小学校に全盲児の入
学が複数あったことによるとのことである O
奈良県内の弱視学級は平成 9年度に小学校 (15学級)、中学校 (3学級)計 18学
























































寄るところが大きい O 本研究会では雑誌「弱視教育」を年 4回発行し、年 1回「弱視
教育研究全国大会」が開催されており、現在の会員数は 600名程である O 平成 23年度
は 53回目の大会であった。第 1回弱視教育研究全国大会は大阪で 1964(昭和 39) 年





東京には 1969(昭和 44)年に誕生した東京都弱視教育研究会がある D 初年度は弱視
学級 3校と盲学校(国立 l校、都立 4校)の加盟であった O







の発行、会報発行(年 3回)、 PRポスター作成配布 などを分担して運営している D
研究紀要「あゆみJは各校の教育実践や研究・調査をまとめて 1986(昭和 61)年か
ら刊行されている O 本研究会の 20周年を迎えた昭和 63年には弱視教育の PR資料を
作成し、関係機関へ配布している O
平成 23年度東京都の弱視通級指導学級は小学校 9校(児童数 71名)、中学校 3校




神奈川県では 1982 (昭和 57) 年に 5校の弱視学級設置校が連絡会を作り、昭和 60
年に神奈川弱視教育研究会を設立、昭和 62年に盲学校も加わって専門性の向上や情報
交換の場としている O この研究会は年 4回程の研修会・授業研究会が企画されている O
関係機関の関与は県の総合教育センターや横浜市教育委員会であるが、県内久里浜に
ある国立特別支援教育総合研究センターからはバックアップを受けているという O 年
度末には研究冊子「神奈川の弱視教育」が発行されている O 平成 23年度会員数(弱





横浜市には小学校 9校と中学校 6校に弱視学級がある O これらの学級は神奈川弱視
教育研究会に属しているのであるが、横浜市立学校通級指導教室等研究協議会弱視部
の組織としても活動がある D
主には年に 4回程度の集団活動が挙げられる O 在籍の小・中学校では経験できない
視覚障害のある子ども同士が楽しく交流すること、さらにこの中で、自他の障害理解・
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